
 

 

 

国住指第１３３１号 

令和３年８月２６日 

 

各都道府県 

建築行政主務部長 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律の施行に伴う建築士法の一部改正について（技術的助言） 

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律（令和３年法律第 44号、以下「整備法」という。）は、令和３

年８月 26日から施行されることとされている。 

 ついては、今回施行される整備法による改正後の建築士法（昭和25年法律第

202号。以下「法」という。）の運用について、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第245条の４第１項の規定に基づく技術的助言として下記のとおり通知

する。 

 これらの内容を踏まえ、都道府県におかれては、下記の通り対応いただくよ

うお願いする。 

記  

 

１．改正の経緯 

地方分権改革の取組については、平成 26年度から、地方公共団体等から提案

を募集し、その実現に向けて検討を行う「提案募集方式」を実施しており、令和

２年度においては、法第 10条の３に規定する都道府県知事の経由を廃止し、廃

止後の申請に係る窓口等を中央指定登録機関に一本化するよう提案があった。 

また、法第 15条の７に規定する受験の申込みに関する都道府県知事の経由に

ついても廃止するよう提案があったところである。 

 

２．改正概要 

一級建築士の免許、構造設計一級建築士証及び設備設計一級建築士証に関す

る国土交通大臣への書類の提出、これらに関する国土交通大臣の書類の交付、一

級建築士の住所等の届出並びに一級建築士の死亡等の届出（以下「免許等の手続

き」という。）は、住所地の都道府県知事を経由して行うこととされていたが、



 

 

 

当該経由事務を規定していた法第 10条の３が削除された。 

また、天災等の理由により中央指定試験機関が一級建築士試験を実施できな

くなった場合に、受験の申込みを住所地の都道府県知事を経由して行うことと

されていたが、当該経由事務を規定していた法第 15条の７が削除された。 

あわせて、法第 10 条の３及び法第 15 条の７の経由事務を第一号法定受託事

務として規定している法第 36条が削除された。 

 

３．改正後の運用について 

免許等の手続きは、住所地の都道府県知事を経由して行うこととされていた

が、他方、国土交通大臣が中央指定登録機関を指定して、法第 10条の４第１項

の規定に基づく一級建築士の登録の実施等に関する一定の事務（以下「一級建築

士登録等事務」という。）を行わせるときは、法第 10条の 17第１項の規定によ

り国土交通大臣は当該事務を行わないこととなっている。 

このため、都道府県知事を経由して行う事務の対象は以下の手続きとされて

いた。 

・住所等の届出（第５条の２第１項及び第２項） 

・死亡等の届出（第８条の２） 

・免許の取消しの申請（第９条第１項第１号） 

・失踪宣告の届出（建築士法施行規則（昭和 25年建設省令第 38 号。）第６条

第４項） 

今般の改正により、住所等の届出、死亡等の届出、免許の取消しの申請及び失

踪宣告の届出（以下「届出等」とする。）について、住所地の都道府県知事を経

由しないこととされるため、各都道府県におかれては、この旨建築士あてに周知

いただくようお願いする。 

また、申請者の利便等を考慮し、別紙のとおり、中央指定登録機関を通じて、

一級建築士登録等事務と同様に各都道府県の建築士会（以下「建築士会」とす

る。）において、届出等の受付を行う窓口を設置いただくようお願いしているた

め、合わせてこの旨を周知いただくようお願いする。 

なお、都道府県におかれては、建築士会との協議等により、届出等の事務を委

任等されていたものと承知しているが、本改正の内容等については、都道府県か

らも建築士会によく説明等していただくようお願いする。 

 

以上 

 



国住指第１３２８号 

令和３年８月２６日 

 

中央指定登録機関 

公益社団法人 日本建築士会連合会 

会長 近角 眞一 殿 

 

国土交通省住宅局建築指導課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律の施行に伴う建築士法の一部改正について（技術的助言） 

 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律（令和３年法律第 44号、以下「整備法」という。）は、令和３

年８月 26日から施行されることとされている。 

 ついては、今回施行される整備法による改正後の建築士法（昭和 25年法律第

202号。以下「法」という。）の運用について、下記のとおり通知する。 

 貴団体におかれては、貴団体の会員及び関係者に対しても、この旨周知方お願

いする。 

なお、各都道府県知事に対しても、この旨通知しているので、申し添える。 

 

記  

 

１．改正の経緯 

地方分権改革の取組については、平成 26年度から、地方公共団体等から提案

を募集し、その実現に向けて検討を行う「提案募集方式」を実施しており、令和

２年度においては、法第 10条の３に規定する都道府県知事の経由を廃止し、廃

止後の申請に係る窓口等を中央指定登録機関に一本化するよう提案があった。 

また、法第 15条の７に規定する受験の申込みに関する都道府県知事の経由に

ついても廃止するよう提案があったところである。 

 

２．改正概要 

一級建築士の免許、構造設計一級建築士証及び設備設計一級建築士証に関す

る国土交通大臣への書類の提出、これらに関する国土交通大臣の書類の交付、一

別紙




 

級建築士の住所等の届出並びに一級建築士の死亡等の届出（以下「免許等の手続

き」という。）は、住所地の都道府県知事を経由して行うこととされていたが、

当該経由事務を規定していた法第 10条の３が削除された。 

また、天災等の理由により中央指定試験機関が一級建築士試験を実施できな

くなった場合に、受験の申込みを住所地の都道府県知事を経由して行うことと

されていたが、当該経由事務を規定していた法第 15条の７が削除された。 

あわせて、法第 10 条の３及び法第 15 条の７の経由事務を第一号法定受託事

務として規定している法第 36条が削除された。 

 

３．改正後の運用について 

免許等の手続きは、住所地の都道府県知事を経由して行うこととされていた

が、他方、国土交通大臣が中央指定登録機関を指定して、法第 10条の４第１項

の規定に基づく一級建築士の登録の実施等に関する一定の事務（以下「一級建築

士登録等事務」という。）を行わせるときは、法第 10条の 17第１項の規定によ

り国土交通大臣は当該事務を行わないこととなっている。 

このため、都道府県知事を経由して行う事務の対象は以下の手続きとされて

いた。 

・住所等の届出（第５条の２第１項及び第２項） 

・死亡等の届出（第８条の２） 

・免許の取消しの申請（第９条第１項第１号） 

・失踪宣告の届出（建築士法施行規則（昭和 25年建設省令第 38 号。）第６条

第４項） 

今般の改正により、住所等の届出、死亡等の届出、免許の取消しの申請及び失

踪宣告の届出（以下「届出等」とする。）については、住所地の都道府県知事を

経由しないこととされるが、申請者の利便等を考慮し、一級建築士登録等事務と

同様に各都道府県の建築士会において、届出等の受付を行う窓口を設置するよ

うお願いする。従来から都道府県との協議等により、同様の対応をいただいてい

る各都道府県の建築士会には、引き続き受付をしていただくようお願いする。受

付を行った届出等については、貴会において集約の上、各地方整備局へ回付いた

だきたい。 

なお、一級建築士登録等事務及び届出等に関する手続きについては「押印を求

める手続の見直し等のための国土交通省関係省令の一部を改正する省令の施行

について（技術的助言）」（令和２年 12 月 28 日付国住指第 3405 号）で通知し

た通り、電子申請による対応に積極的に取り組むようお願いする。 

 

以上 




